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【改革の柱６】働き方改革 
 

柱６-１ 働き方改革の推進 

  ２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

【長時間労働の是正】 

・職員１人あたりの時間外
勤務の年間平均時間数 

 ２～５年度 

各年度 124 時間（30 年
度実績）以下 

 

・職員１人あたりの年次休
暇の年間平均取得日数 

 ２～５年度 

各年度 16 日（取得率
80％）以上 

（30 年度実績 15.4 日） 

 

【仕事と生活の両立】 

・男性職員の育児休業等取
得率 

 ２年度 13.0％ 

（30 年度実績 9.1％） 

 

 

 

 

 

 

 

・管理職に占める女性職員
の割合（事務系） 

 ２年度 

 課長級以上 20.0％ 

 係長級以上 30.0％ 

（30 年度実績 課長級以
上 13.8% 係長級以上
25.5%） 

※「特定事業主行動計画
（仕事と生活の両立支
援プラン）（28 年 3 月改
訂）」より 

 

・職員１人あたりの時間外
勤務の年間平均時間数 

 124 時間 

 

 

 

・職員１人あたりの年次休
暇の年間平均取得日数 

 15.8 日（取得率 79％） 

 

 

 

 

 

・男性職員の育児休業等取
得率 

 16.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・管理職に占める女性職員
の割合（事務系） 

 課長級以上 15.9％ 

 係長級以上 26.6％ 

 

未達成 

 

変更なし 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため。 

 

 

変更なし 

（理由） 

概ね予定どおりに取組が進
捗しているため。 

 

 

 

 

男性職員の育児休業等取得率 

 30.0％ 

※上記数値は「特定事業主行動
計画・後期計画期間」の目標
数値であり、計画期間は令和
３年４月～令和８年３月と
なっているため、この期間に
おいて取り組む目標である。 

（理由） 

３年度目標が未設定であっ
たため。 

 

管理職に占める女性職員の割
合（事務系） 

 課長級以上 20.0％ 

 係長級以上 30.0％ 

※上記数値は「特定事業主行動
計画・後期計画期間」の目標
数値であり、計画期間は令和
３年４月～令和８年３月と
なっているため、この期間に
おいて取り組む目標である。 

（理由） 

３年度目標が未設定であっ
たため。 
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２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 長時間労働の是正 

・時間外勤務の上限規制
を踏まえて、管理の徹底
を図り、モニタリングを
実施するなどにより、長
時間労働の是正を図る。 

・各所属の超過勤務の状
況等をモニタリングす
るとともに、時間外勤務
の状況に応じて、ヒアリ
ングを実施し、長時間労
働の是正を図った。 

・様々な先進事
例も参考にし
ながら、７年
以降を見据え
た働き方改革
の絵姿を、４
年度中に示す
必要がある。 

・引き続き、時間外勤務の上
限規制を踏まえて、新た
に導入するＰＣログ管理
支援システムを活用しな
がら管理の徹底を図ると
ともに、モニタリングを
実施するなどにより、長
時間労働の是正に向けて
取り組む。（通年） 

② 働きやすい職場環境づ
くりの取組 

・研修の実施や制度周知
及び既存制度の利便性
の向上などにより、働き
やすい職場環境づくり
を推進する。 

・階層別研修のほか、新た
に「女性職員の多様な働
き方を考えるコラム」の
発行・周知を行うなど、
働きやすい職場環境づ
くりの推進に取り組ん
だ。 

・引き続き、研修の実施や制
度の周知及び既存制度の
利便性の向上などによ
り、働きやすい職場環境
づくりを推進する。（通
年） 

③ 柔軟な働き方の推進 

・テレワークの利用状況
を分析し、利便性の向上
を図るとともに、勤務時
間の割り振り変更や時
差勤務、休憩時間の選択
制の柔軟な運用につい
て検討を行う。 

・テレワーク、時差勤務、
休憩時間などについて
検討の上、各種制度の運
用拡大を行い、柔軟な働
き方の推進に取り組ん
だ。 

・テレワーク、時差勤務、休
憩時間などの各種制度に
よる柔軟な働き方の更な
る推進に努めるととも
に、関係所属と連携しな
がら、全庁横断的な取組
の検討を進める。（通年） 

④ コミュニケーション活
性化・ムダ取りのため
のオフィス改革 

・ペーパーレスに効果的
なフリーアドレスの導
入、コミュニケーション
の活性化やムダ取りの
ためのオープンオフィ
スなど、オフィス改革の
更なる推進に取り組む。 

・新型コロナウイルス感
染症拡大の影響を踏ま
え、接触者の拡大による
リスクが想定されるフ
リーアドレスやオープ
ンオフィスの取組に代
わり、テレワーク推進の
取組を実施することで、
ペーパーレス、コミュニ
ケーション活性化・ムダ
取りのためのオフィス
改革に取り組んだ。 

・新型コロナウ
イルス感染症
の拡大が続く
中、リスクを
軽減させるた
め、引き続き
テレワークの
推進に向けた
取組を進める
必要がある。 

・テレワークのより一層の
推進及びオンラインによ
るコミュニケーションの
活性化に向け、次の取組
を進める。（通年） 

Teams 会議の活用事例、
テレワーク推進にあたっ
ての取組事例等を庁内ポ
ータル等で情報発信し、
先行事例等の横展開を推
進する。（通年） 

 

  




